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災害時における動物救護活動に関する協定

 青森県（以下「甲」という。）と社団法人青森県獣医師会（以下「乙」という。）

とは、青森県動物救護本部設置要綱（以下「要綱」という。）第１３条に基づき、

次のとおり協定を締結する。

（救護本部の設置）

第１条 甲及び乙は、青森県域において大規模な災害が発生したときは、青森

県動物救護本部（以下「救護本部」という。）の設置についてすみやかに協議

を行うものとする。

２ 乙は、前項による協議の結果、救護本部を設置する場合、救護本部へ参画

するものとする。

（動物救護活動）

第２条 乙は、救護本部が設置された場合、可能な限り誠意を持って動物救護

活動（以下「活動」という。）に従事するものとする。

（活動内容）

第３条 前条に規定する活動の内容は、要綱第６条に掲げる事業とし、実施の

方法等については、青森県動物救護活動実施要領によるものとする。

（活動終了後の報告）

第４条 乙は、要綱第１１条の規定により活動の期間が終了したときは、すみ

やかにその内容を甲に報告するものとする。

（負担）

第５条 乙は、原則として甲に活動に要する経費負担を求めないこととする。

（損害補償）

第６条 第２条に基づき乙が実施した活動に従事した者が、そのために死亡し、

負傷し、又は疾病にかかった場合の損害補償については、次に掲げる場合を

除き、甲が負担するものとする。

（１）乙の故意又は重大な過失による場合

（２）当該災害につき、乙の当該従事者が他の法令により、療養その他の給

付若しくは補償を受けることができる場合

（３）当該災害につき、損害保険契約により保険給付を受けることができる

場合

-2-39-



（４）当該損害が第三者の行為による場合であって、当該第三者から損害補

償を受けることができる場合

（連絡体制）

第７条 この協定の運用等に関しての連絡窓口は、甲にあっては健康福祉部保

健衛生課、乙にあっては乙の事務局とする。

（細目）

第８条 この協定に定めるもののほか、この協定を実施するために必要な事項

は、別に細目に定める。

（協議）

第９条 この協定に関し、疑義又は定めのない事項が生じたときは、その都度

甲乙協議して決定するものとする。

（協定の期間及び更新）

第１０条 この協定の適用期間は、平成２２年２月１０日から平成２３年３月 

３１日までとする。

ただし、協定期限の満了日までに、甲ないし乙のいずれかが本協定を更新

しない旨の書面による通知をした場合又は甲乙の合意により協定内容の変更

をした場合を除き、本協定は１年間更新されるものとし、以降同様とする。

 この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲乙記名押印の上、

各自その１通を保有する。

平成２２年２月１０日

            甲 青森市長島１丁目１－１

              青森県知事   

乙 青森市松原２丁目８番２号

社団法人青森県獣医師会

              会  長    
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災害時における動物救護活動に関する協定細目

（趣旨）

第１条 災害時における動物救護活動に関する協定（以下「協定」という。）第

８条の規定に基づき、青森県（以下「甲」という。）及び社団法人青森県獣医

師会（以下「乙」という。）が協定の実施に必要な事項を定める。

（被災地域への派遣）

第２条 乙は、協定第１条の規定により青森県動物救護本部が設置された場合、

会員のうちから必要と認められる人数を動物救護活動に従事させるため被災

地域に派遣するものとする。

（被災地域における被災動物の健康管理支援）

第３条 協定第３条の規定による乙の活動は、以下のとおりとする。

（１）市町村等が設置した避難所等に避難した被災動物の健康診断を行い、

必要に応じて治療、伝染病予防ワクチンの接種を行う。

（２）青森県動物愛護センターで一時的に保管されている被災動物の健康管

理について、甲から協力を求められた場合には、被災動物の健康診断を

行い、必要に応じて治療を行う。

（活動終了後の報告）

第４条 協定第４条の規定による乙の報告は、以下の事項を記載した文書によ

り行うものとする。

 （１）活動を行った期間

 （２）活動を行った内容

 （３）前各号に掲げるものの他、必要な事項

（被災動物の治療）

第５条 第３条により乙が行う治療の対象は、災害に起因する外傷及び心因性

疾患等とし、手術や入院を含む治療の方法及び予後の管理方法等については、

治療に当たった獣医師が、飼養者等と協議の上で判断するものとする。

（経費）

第６条 第３条により乙が行った治療及び伝染病予防ワクチンの接種に関して

は、治療に要した検査、薬剤及び器具等に係る経費について、救済基金から

支出できるものとする。
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２ 治療に当たった獣医師等への手当は原則として支給しないこととする。

（救済基金からの支出の方法）

第７条 前条第１項の規定による支出については、協定第４条の規定により乙

から報告された活動内容に基づき、青森県動物救護本部設置要綱第８条で規

定する救護本部会議で決定するものとする。

（損害補償の額）

第８条 協定第６条に規定する損害補償の額については、災害に際し応急措置

の業務に従事した者に係る損害補償に関する条例（昭和３８年１月青森県条

例第３号）に準じるものとする。

附則 この協定細目は、平成２２年２月１０日から施行する。
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